
  

 

2015年１月 23日 

各  位 

会 社 名  キ ユ ー ピ ー 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 三宅 峰三郎 

（コード番号 ２８０９ 東証第１部） 

問合せ先  執行役員  経営推進本 部長  篠原  真 人 

電 話 番 号  ０ ３ -５ ３ ８ ４ -７ ７ ８ ０ 
 

剰余金の配当に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、2014 年 11 月 30日を基準日とす

る剰余金の配当を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．配当の内容（期末配当金） 

 
決定額 

直近の配当予想 

（2015年1月8日公表） 

前期実績 

（2013 年 11 月期） 

基準日 2014 年 11 月 30 日 2014 年 11 月 30 日 2013 年 11 月 30 日 

1 株当たり配当額 11 円 50 銭 11 円 50 銭 11 円 00 銭 

配当金の総額 1,746 百万円 ― 1,647 百万円 

効力発生日 2015 年 2 月 5 日※ ― 2014 年２月 26 日 

配当の原資 利益剰余金 ― 利益剰余金 

※ 効力発生日が、昨年より 3 週間早くなっております。 

 

２．理由     

当社は、株主への適切な利益還元を経営の重要方針とし、配当金を最優先に位置づけ、

安定した配当を旨としつつ、着実な増配をめざしております。 

配当金の決定に際しては、連結自己資本配当率（ＤＯＥ）を基本に、連結配当性向や  

将来の資金需要なども考慮しながら、連結自己資本配当率を 1.8％以上に維持することを

原則とし、連結配当性向につきましては 25％以上を目安としています。 

当期の期末配当金につきましては、1 株あたり 11 円 50 銭とすることといたしました。

これにより、当期の年間配当金につきましては 1 株あたり 23 円、連結自己資本配当率は

1.8％、連結配当性向は 25.9％となりました。 

（配当金につきましては、会社法第 459条第 1項の規定に基づき、取締役会の決議によっ

て剰余金の配当を行える旨を定款に定め、中間および期末の年２回、配当を行うことと  

しています。）    

 

（参考）年間配当の内訳   

 １株当たり配当額（円） 

基準日 第２四半期末 期末 年間 

2014年 11 月期実績 11円 50銭 11円 50銭 23円 00銭 

2013年 11 月期実績 11円 00銭 11円 00銭 22円 00銭 

 

以 上 


